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資料 １

・「土地・不動産の最適活用による生産性革命」について

・不動産価格指数（商業用不動産）の試験運用開始について

・平成27年度不動産証券化実態調査について
・公的不動産（PRE）ポータルサイトの開設について



土地・不動産の最適活用による生産性革命①

○ 我が国経済の生産性向上には、土地・不動産について流動化等を通じた有効活用を図り、国民サービスの向上や
需給のミスマッチの解消、新たな需要の創出等を進めることが不可欠。

空き室の多い既存建物を需
要の高いホテルにコンバー
ジョンしたい

ネット通販に対応してインター
周辺に物流施設をつくりたい

高齢者のために
老人ホームを他
地域に広げたい

しかし、資金や情報が不足
しているし、そのままか･･･

地域のために空き家を再生し、やる
気のある事業者に賃貸したい

資産の寄付をしたいが、管理
が大変で受け取ってもらえない

投資を集めて、まち
なかの遊休資産や公
的不動産を有効活用
したいしかし、現行制度では、事業

要件が厳しく取り組めない･･･、

また、相談できる人材もお金
もないし、そのままか･･･

不動産情報を充実させ、より早く、より便利にデータを提供

課
題

対
策

＜都 市＞ ＜地 方＞

成長分野等の質の高い不動産の供給・再生、キャッシュフローの拡大

国民への良質なサービスの提供

事業者の経営効率・収益性の向上

多様な投資家への安定した運用機会の提供

実現 実現

不動産鑑定評価の充実

空き家・空き店舗等の再生

地域の資産が民間資金等によって再生される好循環の創出

地域コミュニティの活性化

空き地をもっと有効に活用できないか。

小口の投資を集めた空き家再生等のための新たな
制度を創設

寄付された資産等を地域が連携して交流や移住、
起業等の場として管理・活用する取組を支援

地域の金融機関や自治体等の連携強化や人材育
成等を支援

多様な投資家から資金を調達し、リノベーションや施
設整備等を促進するため、リート等への支援を拡充

不動産証券化の手続の簡素化や規制緩和等により、
事業の案件形成をより一層加速

土地について需要を踏まえた的確な活用の円滑化や
流動化を重点的に支援
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土地・不動産の最適活用による生産性革命②

都市力の向上に資する不動産のイメージ 地方の創生に資する不動産のイメージ

宿泊施設

高機能物流施設

団地を再生した
高齢者向け住宅

未利用の公有地を活用
した拠点施設整備

ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞを活用した古民家改装

協定に基づく空き地等
の暫定的な一般利用

2001年9月
（Jリート誕生）
約2,600億円

2011年9月
（10周年）
約８兆円

2015年12月
約15兆円

2020年頃
30兆円へ倍増

Ｊリートの資産規模の推移

リート（Real Estate Investment Trust、不動産投資信託）：
多くの投資家から集めた資金でオフィスビルや商業施設、マンションなど複数の
不動産などを購入し、その賃貸収入や売買益を投資家に分配する仕組み

名目GDP600兆円達成に向け、
2020年頃にリート等の資産
総額を約30兆円に倍増
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（参考）リートを活用した生産性向上（イメージ）

賃貸借

売却
ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞ化等

ホテル・旅館運営事業者、
介護事業者等

オペレーター（運営）

再開発、
設備投資等

事業者等

オーナー

リート（所有・管理）

② ｵﾍﾟﾚｰﾀｰは施設の運営に特化
＜経営効率の向上＞
運営に特化したＢホテルは

３年で黒字化

国内投資家

物件売却

売却代金

⑤ 資産運用機会の拡大
＜運用効率の向上＞

10年国債金利が-0.094%の中、
Jリート平均利回りは3.29%

利用者

④良質なサービスの提供
＜サービス水準の向上＞

Ｃ社は買収した温泉旅館でｽﾀｯﾌのﾁｰﾑ
化により、効率的に良質なｻｰﾋﾞｽを提供

③ 関連ﾋﾞｼﾞﾈｽの拡大
＜波及効果の向上＞
Jﾘｰﾄ市場の2013年までの

生産波及効果は累計約7.7兆円

関連サービス
（物件管理、法務等）

海外投資家⑥ 対日投資の拡大
＜運用効率の向上＞

海外投資家のＪリート投資口保有額：
1.96兆円（H26.8）→2.16兆円(H27.8)

６方良しの
生産性向上

～実需に支えられた健全な投資～

① 売却資金を再投資に活用
＜土地・不動産の有効活用＞

Ａ社は老人ﾎｰﾑをリートに売却してバランス
シートを改善し、新規事業を展開
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「日本再興戦略２０１６」 （素案）
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（参考）日本再興戦略等における記述概要

• 不動産について流動化を通じた有効活用を図るため、今後ニーズの増加が見込まれる観光や介護等の
分野における不動産の供給を促進するとともに、クラウドファンディング等の小口資金による空き家・空き
店舗の再生、寄付等された遊休不動産の管理・活用、鑑定評価を含む不動産情報の充実等に必要な法
改正等を一体的に行い、2020年頃までにリート等の資産総額を約30兆円に倍増することを目指す。

第二 具体的施策

11．都市の競争力の向上と産業インフラ機能強化
（２）新たに講ずべき具体的施策 i）都市の競争力の向上

経済財政運営と改革の基本方針2016（仮称）(素案)

不動産ストックのフロー化による投資の促進、地域経済の好循環を図るため、リート市場の機能強化、成長分
野への不動産供給の促進、小口投資を活用した空き家等の再生、寄付等された遊休不動産の管理・活用を
行うほか、鑑定評価、地籍整備や登記所備付地図の整備等を含む情報基盤の充実等を行う。

第２章成長と分配の好循環の実現

３．個人消費の喚起 （３）ストックを活用した消費・投資喚起

第３章経済・財政一体改革の推進

５．主要分野毎の改革の取組 （２） 社会資本整備等 ②コンパクト・プラス・ネットワークの推進

投資や円滑な買換の促進等、中心市街地の土地・資産の流動性を高める方策を講ずる。



不動産価格指数（商業用不動産）の試験運用開始について
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不動産価格指数（商業用不動産） （2015年第４四半期分）
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オフィス 住宅 商業施設 倉庫 ホテル・旅館 ヘルスケア 複合施設 その他

（年度）

平成27年度 「不動産証券化の実態調査」 の結果概要

• 平成27年度に不動産証券化の対象として取得された不動産及びその信託受益権の資産額は約5.4兆円となった
（前年度約5.5兆円）。うち、リート（上場・非上場）によるものが約2.1兆円で、全体の約4割を占めた。

• 用途別取得資産額の割合をみると、オフィスが35.6％、次いで商業施設、倉庫が15.2%、ホテル・旅館が13.1％など
となった。

スキーム別 証券化の対象となる不動産の取得・譲渡実績の推移 用途別 不動産取得実績の推移（割合）

注1:平成22年度調査以降は、不動産証券化のビークル等（リート、特定
目的会社（以下「TMK」という。）、GK-TKスキーム等におけるGK
等及び不動産特定共同事業者をいう。以下「証券化ビークル等」
という。）が取得・譲渡した不動産及び不動産信託受益権の資産
額を調査している。リートには非上場の不動産投資法人を含む。

注2:平成22年度調査以降の取得・譲渡件数は、証券化ビークル等が取
得・譲渡した不動産及び不動産信託受益権の件数である。但し、
TMKの実物不動産分は取得・譲渡件数に含めていない。

注3:リートの取得額は匿名組合出資分等を含まない。
注4:平成15年度調査から平成21年度調査までの資産額には資産の取

得・譲渡を伴わないリファイナンスを含む。
注5:内訳は四捨五入をしているため総額とは一致しないことがある。

【出典】国土交通省「平成27年度不動産証券化の実態調査」

注1: 「その他」に含まれるものは以下のとおり。
・平成23年度以前は、オフィス、住宅、商業施設、倉庫以外の用途のもの。
・平成24～25年度は、オフィス、住宅、商業施設、倉庫、ホテル・旅館、複合施設以外の用途のもの。

・平成26年度以降は、オフィス、住宅、商業施設、倉庫、ホテル・旅館、ヘルスケア、複合施設以外の用途のもの(駐
車場、研修所等)。

注2:平成13年度以降は、TMKの実物不動産分は内訳が不明のため含まない。
注3:用途が複数ある場合は、全体床面積の80％程度以上を占める一の用途がある場合にはその用途を、それ以外
の場合には「複合施設」としている。 7



公的不動産（PRE）ポータルサイト http://tochi.mlit.go.jp/pre-portal-site

民間活用を求める全国の地方公共団体のPRE情報を一元的に提供し、地方公共団体と民間事業者
のマッチングを促進。掲載情報は参加団体の増加等に伴い随時拡大・更新。※引き続き参加団体を
募集中。
併せて、相談窓口を設置し、地方公共団体のPREの民間活用を積極的にサポート。

内容

土地総合情報ライブラリー

① 「公的不動産（PRE）
ポータルサイト」タブを
クリック

③

②

民間発意のPREの活用アイディア等を受け付けている地方公共団体の
情報を一括で見ることが可能

全国の地方公共団体ごとにPREの売却や貸付け案件の情報を一括で
見ることが可能

地方公共団体が公募している低未利用公有地の再生・活用プロジェクト
等に関する情報を一括で見ることが可能

民間提案募集情報

売却・貸付け情報

総合評価一般競争入札／公募型プロポーザル情報

地方公共団体のPRE情報を一元的に提供

関係府省等がとりまとめたPREに関連する参考書、関連施策等を掲載
例：公的不動産（PRE）の活用事例集、公的不動産（PRE）の民間活用の手引き 等

PRE活用の実務的な手引き等のPRE関連情報

PRE活用をサポートする情報を提供

地方公共団体からのPRE活用に係る相談に対応

相談窓口

サイトへのアクセス方法

PRE活用を進めたい地方公共団体を実務的に支援
相談受付メールアドレス hqt-pre-toiawase@ml.mlit.go.jp

掲載情報は随時募集中
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公的不動産（PRE）ポータルサイトの掲載情報例

売却・貸付け情報

PREの有効活用に積極的な地方公共団体が
開示している旧庁舎や廃校跡地等の未利用
公有地についての売却・貸付情報を一元的に
提供

35道府県56市町の情報を掲載
（平成28年5月23日時点）

出典：福岡県HP（平成28年5月23日時点）

PREの有効活用に資する民間提案を積極的
に受け入れるための窓口を設置している地方
公共団体の情報を一元的に提供

２県６市の情報を掲載
（平成28年5月23日時点）

出典：青森県HP（平成28年5月23日時点）

民間提案制度情報
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